
（２）福祉・介護人材確保対策 
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○ 介護職員数は約149万人（平成24年度） 
    団塊の世代が全て75歳以上となる平成37年には、約237～249万人の介護職員が必要と 
   なる見込み。 
 
○ 介護分野で働く介護福祉士の数は約51.4万人（平成23年度。介護職員に占める割合は36.7%） 
    近年、年間6万人程度増加。 
 
○介護分野の有効求人倍率は平成22年夏以降、上昇傾向（平成22年度：1.38倍→平成24年12月 
 1.92倍） 
    介護人材の不足感が高まっている。   

介護人材に係る状況 

○ 引き続き、介護人材確保対策を講じていくことが重要。 
 
○ 現下の厳しい状況にある雇用失業情勢の中、人材確保が困難な状況が続いている介護分野 
 は、地域における成長分野として位置づけられており、今後の雇用の受け皿として期待されている。 
 
○ 雇用政策関係部局や、関係団体、学校関係者等とも連携し、管内の労働者の就業状況や、新卒 
 の就職状況の把握などに配意し、介護人材の確保に向けた取組を進める必要がある。 

課題と対応 

１．介護人材確保の現状と課題 
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○ 平成24年度経済危機対応・地域活性化予備費を使用して、障害者自立支援対策臨時特例 
 交付金に基づく基金事業で従前実施されていた福祉・介護人材確保対策に資する事業と新たな 
 メニューを、緊急雇用創出事業臨時特例交付金に基づく基金事業（住まい対策拡充等支援事業 
  分）に新たに位置づけ、平成24年度から25年度までの切れ目のない事業実施を可能としたところ        
  である。（国庫補助率：定額１０／１０） 
 

    各都道府県におかれては、都道府県福祉人材センター等の関係団体と連絡を図り、管内の 
   福祉・介護人材の確保がより一層進むよう取組をお願いしたい。 

福祉・介護人材確保緊急支援事業の創設 

 

○ 平成24年度経済危機対応・地域活性化予備費を使用して、介護福祉士修学資金貸付事業に 
 よる貸付に必要な原資を確保。（国庫補助率：３／４） 
○ また、生活保護受給世帯の者が高等学校卒業後などに介護福祉士養成施設等に就学する 
 場合に、在学中の生活費の一部に充当できる費用を上乗せできることとする貸付内容の拡充を 
 行う。 
    各都道府県におかれては、修学資金事業所管課と生活保護所管課との連携により、貸付対象者への

本事業の周知及び貸付希望者への資金交付をお願いしたい。 

介護福祉士修学資金貸付事業の拡充 

○ 上記のほか、都道府県福祉人材センター、ハローワーク等との連携による人材確保の取組の 
 推進をお願いしたい。 

その他 

福祉・介護人材確保緊急支援事業の創設 

２．福祉・介護人材確保対策の促進 
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福祉・介護人材確保緊急支援事業 

○福祉・介護分野については、介護職員が、２０１２年度１４９万人に対して２０１５年度までに１６５～１７３万人必要とされており、引き続き
安定的な人材確保が喫緊の課題。 
○よって、緊急雇用創出事業臨時特例交付金に基づく基金事業において、当該事業を実施するとともに、所要額の積み増しを行い、福祉・
介護人材確保の一層の推進を図るものである。 

代替要員 

効果的・戦略的な福祉・介護人材確保及び定着 

 
福祉・介護人材確保緊急支援事業の事

業イメージ 
 

・潜在的有資格者等の再就業促進 
子育て等のため離職した潜在的有資格者が知識や技術を
再確認するための研修経費や他分野からの離職者の福祉・
介護分野への就業支援のための職場体験経費等 
（実施主体：都道府県、都道府県が適当と認める団体） 

新たな雇用の創出 

求人 
研修 

求
職 

将来の人材の掘り起こし 

潜在的な人材の掘
り起こし 

・介護福祉士試験の実務者研修に係る代替要員の確保 
介護従事者が介護福祉士試験の受験資格の要件となる「実務者研修」を受講する際に必要な代替要員を
雇いあげるための費用を補助（実施主体：都道府県、都道府県が適当と認める団体） 

福祉・介護人材マッチング機能強化 
求人事業所と求職者間双方のニーズを的確に把握
し、円滑な人材参入・定着を支援するため、都道府県
福祉人材センターに配置した専門員の賃金及び活動
経費等（実施主体：都道府県、福祉人材センター） 

・福祉・介護人材の参入促進 
相談員による中高生やその保護
者、進路指導担当教員等を対象に
した進路相談等の活動経費や職場
体験やセミナー開催費等 
（実施主体：都道府県、都道府県が
適当と認める団体） 

事業所 

補
助 キャリアアップ・スキル

アップ 
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（貸付内容） 
○貸付額（上限） 
  ・学費       ５万円(月額) 
  ・入学準備金 ２０万円 
  ・就職準備金 ２０万円   
  
 
 
○貸付利子：無利子 
○一定の要件を満たした場合は、 
 返済を全額免除 

※ 事業費には、貸付原資及び貸付に要する事務費（平成20年度補正と同じ）を含む 

○ 超高齢化社会に向けて多くの介護・福祉人材の確保が喫緊の課題。 
  若い人材の福祉・介護分野への参入を促進するため、介護福祉士養成施設等の入学者に対し修学資金の貸付を

行う介護福祉士等修学資金貸付事業の実施に要する貸付原資を確保する。 

○ また、家庭の経済格差が子どもの教育格差につながる傾向がある一方で、生活保護世帯の者が高等学校卒業後
に大学や専修学校等への進学を希望した場合に、学費や生活費等を支援する仕組みが十分ではない。 

  貧困が親から子へ連鎖する「貧困の連鎖」を断ち切り生活の安定に資する資格の取得を支援するため、生活保
護世帯の子どもが高等学校卒業後に介護福祉士養成施設等への就学を希望する場合に、現在の授業料などの修学
資金に加えて、在学中の生活費の一部を上乗せする貸付内容の拡充を行う。 

・生活費  ４万２千円（月額）【新】 
 →生保世帯の子どもに貸与する場合に上

乗せ 

〈 介護福祉士等修学資金貸付制度の仕組み 〉 

実施主体  
（都道府県社協等） 

貸付 

生活保護世帯の子どもに貸与する場合、 
○在学期間中の修学資金及び生活費を貸付 
○在学中は、介護施設等でアルバイトを 
しながら就学することを想定 

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

1限目
(9:00～10:30)

2限目
(10:40～12:10)

3限目
(13:10～14:40)

4限目
(14:50～16:20)

放課後

授業

アルバイト
3時間

アルバイト
3時間

アルバイト
4時間

（在学中の生活のイメージ） 

福祉･介護以外の
仕事に就職 

卒業 

福祉･介護の仕
事に就職 

途中で福祉・介護以外の
仕事に転職 

返済 
福祉・介護の仕事に5

年間継続して従事 

介護福祉士養成施設 
社会福祉士養成施設 

在校生 

借り受けた修学資金の返済を全額免除 

介護福祉士等修学資金貸付事業の拡充 

平成２４年度経済危機対応・地域活性化予備費 ８１億円 
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（３）社会福祉施設の防災対策 
 

41



社会福祉施設 

・障害者支援施設 
・児童養護施設 
・救護施設 等 

  今後想定される首都直下地震や南海トラフ地震などの大規模災害に備え、自力避難が困難な障害者や児童が多数入所する 
社会福祉施設の防災対策を推進するとともに、被災地で福祉サービスの提供体制の確保や地域コミュニティの再生を図る共生
型福祉施設の整備を推進するため、社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金の１年間の延長、積み増しを行う。                                

平成２４年度補正予算（案） ９７億円 

津波対策として 
高台移転も対象 

① 防災対策の強化 ② 被災地での共生型福祉施設の整備 

【補助事業者】 
  社会福祉法人、公益法人等  
 

【補助率】 
 ① 防災対策の強化 
    １／２（基金１／２、都道府県・指定都市・中核市    

１／４、設置者１／４） 

 ② 被災地での共生型福祉施設の整備  定額          

・   高齢者、障害者、子どもが 
 共に利用 

・    身近な場所で、通所、泊まり、   
   子育て支援を包括的に提供 

※対象地域は、岩手県、
宮城県、福島県 

 ※ （独）福祉医療機構による優遇融資 

     ・  耐震化整備    → 通常利率▲0.5％、融資率90％ 

      新   高台移転整備  → 無利子、融資率95％、二重ローン対策 

社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金の延長・積み増し 
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（４）消費生活協同組合の指導・監督 
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○ 平成１９年の消費生活協同組合法の改正により、契約者保護の観点から、組合の財務の 
 健全性や透明性を確保するため、健全性の基準（共済金等の支払能力の充実の状況が適当 
 であるかどうかの基準）の導入・最低出資金規制・兼業規制等を整備。 
 （平成２５年４月から完全施行） 

共済事業実施組合を所管する都道府県におかれては、所管組合に対して、財務の健全性を図る観点か
ら、これらの規制に対応できるよう、適切な指導・監督を行うことをお願いしたい。 

 

【健全性の基準】 
 ・平成22年3月期末決算（※１）・・・・ 支払余力比率の算出 
 ・平成24年3月期末決算（※２）・・・・ 参考指標として、支払余力比率を事業報 
                   告書に記載すること及び公衆の縦覧に供 
                   することを義務付け 
 ・平成25年3月期末決算から（※２）・・ 早期是正措置の指標として適用（※３） 
 

   （※１）平成22年1月に生協法施行規則及び施行規程を改正 
   （※２）平成24年3月に生協法施行規則を改正 
   （※３）平成25年中に監督指針上に運用基準を定める予定 
 

【最低出資金規制・兼業規制】 
 ・平成25年4月から適用 
 

生協法改正 

スケジュール 

消費生活協同組合の指導・監督（共済事業における規制の対応） 
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